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（内容の要旨） 
 
本研究の目的 
 本研究は、噴火災害に見舞われた一被災地区の復興の経緯を詳細に再構成し、その事例を地
域社会学的に検討することを目的としている。対象は、雲仙･普賢岳噴火(1991 年～)によって発生
した火砕流･土石流に直撃されて、集落が流焼失した長崎県島原市上木場地区である。同地区の
被災から復興への取り組みを、地元町内会をベースに組織された復興団体である上木場復興実行
委員会の組織活動として再構成した。対象時期はおおむね、噴火開始の 1990 年初頭から上木場
復興実行委員会の解散の 1994 年夏まで、足かけ 5 年ほどとなる。 
 被災者視点で地区復興を詳細に再構成して、その経緯を地域社会学的公共性論で読み解き、復
興ガバナンスの実例として示しつつ、これからの地区防災の一つのあり方を見通していくことと
する。 
 
本研究の視角 
 同復興事例を社会学的に検討するに際して、以下のようにいくつかの視角を措定した。 
1. 被災者視点で復興を考える 
 まず、上木場地区住民の視点で、同災害復興の経緯を再構成した。一般的に｢復興｣が論じられ
る時、それは、当該被災地に被せられる｢復興公共土木事業の構想から竣工までの工程｣として扱
われて、瀟洒な復興空間が建設されたことで、｢復興｣が達成されたとされる(復興事業竣工)。いわ
ゆる防災工学的復興視点である。そこでは被災者は、権利関係者、事業対象者として処理される。
本研究では、これとは別の視角、すなわち、個々の被災者が模索し主張する生活再建の実相、こ
れを詳細に再検討･再構成していく。被災者視点で復興を詳述する社会学的検討となる。 
 
2. 被災者の｢復興｣認識とその検討の時間軸：復興課
．
程研究 
 このように被災者の生活再建のサイドから復興をとらえてみることで、防災工学的な把握と
は異なる社会学的復興研究の時間軸が措定される。上木場地区の被災者は、過去の被災事例に学
んで自らの復興戦略を練り上げて行動に移り、獲得した成果とその達成のスタイルを、次の被災
地区に伝えて、その伝播の完遂によって自らの｢復興｣の達成を実感することとなった。本研究で
はこのように、復興のノウハウや戦略が、被災者によって修得･実装されて、その成果･履歴が次
の被災地に伝播されるそのプロセスを、教職課程(一定期間に割り当てて修められる学習･作業の範囲･順序)
の表記に倣い復興課
．
程と表すこととした。本研究では上木場地区の復興課程が検討された。 
復興研究の時間軸をこのように措定することで、被災･復興の経験が学び伝えられて、時空を
超えて支援－受援の関係性が重層的に展開している実相が把握された。 
 
3. アクションリサーチあるいは研究実践 
 このような被災者サイドの復興への取り組みを把握するに至る、社会学的調査とはいかなるも
のなのか。被災地で取り組まれる社会学的実証研究の方法論について検討した。ここではまず、
社会心理学的災害研究の領域で｢実践する人間科学｣を唱えるアクションリサーチに倣い、被災地
上木場で行われた社会工学者による研究実践を読み解いた。アクションリサーチは、現場･対象
への適切な具体的･直接的介入を重ねて、中長期的な実践の過程で、未来構想的な政治的実践と
してこれに取り組む。上木場に参画した防災社会工学者が主導して組み上げた復興スタイル全般
を、こうした研究実践として解釈した。 
 なお本論文は、被災地区復興課程を把握し詳述するところまでを扱っており、筆者自身が、ア
クションリサーチに則って現場へ具体的･直接的に介入してきたわけではない。本論文において
その実践実例については、筆者の調査の眼前で繰り広げられていた復興にむけての防災社会工学
者らの研究実践の取り組みを例示した。 
こうした防災社会工学者･専門ボランティアの重要なタスクの一つに、先行事例･研究の渉猟･
選択入手がある。このことは合わせて彼らに、彼ら自身の研究実践の記録化･社会的還元を要請
することになる。研究者サイドの一人として復興現場に参与させてもらった筆者は、後の被災地
区に参照されうる研究実践記録のデータベースの一つとして、｢被災地ローカル紙スクラップ帳｣
をあげ、この度、その作成に従事した。その作業経過と成果の一部を論文中で紹介した。 
 
4. 地域社会学的公共性論で地区復興課程を読み解く 
 そして、研究者の参画も含めてドラスティクな展開をみる被災地区復興の事例を、地域社会学
的公共性論で読み解いた。阪神･淡路大震災(1995 年)の大規模延焼被災地の一角･神戸市長田区真
野地区の震災前後のまちづくりの取り組みが、｢小さな･小文字の公共性｣(田中重好, 2010, 『地域か
ら生まれる公共性』ミネルヴァ書房 )として捉えられていることと合わせて、上木場地区の取り組みを
これと同じ位相に位置づけて解釈した。ここでの取り組みは、その研究実践のスタイルとともに
隣接被災地や、後に続く他災害の被災地に部分的に伝えられ取り入れられている。しかしながら、
未だ被災地復興スタイルとして一般化されて、これを後ろ支えする法制度が制定されるには(大文
字の公共性への展開)至っていない。 
 しかしながら広く国政領域では地方分権のより下部･地区への展開の一環として、防災に関す
るローカルの主体的な取り組みが掬い上げられる法制度(災害対策基本法･第 42条=地区防災計画制度)が
創設されてきていて、そこにおいて上木場スタイルの基本的なメニューが、その実践履歴ととも
に照会され始めている。 
四半世紀前の一被災地区･町内会ベースの復興に向けた取り組みが、21 世紀の今、全国各地の
防災まちづくりの現場で参照されている。一被災地区の復興履歴を社会学的に精査･再構成して
みることで、東日本大震災(2011 年)を経た日本の地区防災のあり方に、一つの道筋が見えてきた。 
 
本研究の構成 
このような被災地区復興課程に関わる本研究は、以下のような章構成をとった。 
 
第 1 章｢復興課程研究への社会学的接近｣でまず、上木場地区復興に切り込む筆者の社会学的研
究の視角としての、地域社会学的被災地復興研究の系譜を概観した。 
 そこではまず、1970 年代に米国災害社会学から日本に持ち込まれた災害社会学の研究史をひ
もとき、認知行動論をベースとするパニック研究･集合行動論から、組織･コミュニティ対応の研
究への展開、そして被災後のみならず被災前を対象とした予知、予防の研究が展開を見てきた経
緯をおさえたところで、これが日本に移入されて、地域社会学的･中長期復興研究が叢生してく
る過程を概観した。こうした研究履歴のもと、雲仙･普賢岳噴火災害(1991 年)の地域社会学的被災
地復興研究が始められた。 
本研究では被災者の生活再建への取り組みを詳述している。1970 年代に米国災害社会学が照
会･輸入されたところで、そこでは、日本独自に叢生･展開を見ていた生活再建をめぐる社会学的
実証的研究が的確に位置づけられてこなかったことがわかった。それは例えば、関東大震災･震
災調査報告(内務省社会局)、三陸津波被災集落再建研究、ヒロシマ原爆被爆者･生活再構造化過程研
究、などである。特に、被爆者の生活再構造化過程研究では、生活再建の実相が克明に長期的に
社会学的に調査されている。本研究では、生活再建をめぐる我が国の社会学的災害研究の黎明と
して特にこれを位置づけておくこととした。 
 さて、この章では一般的な｢復興｣認識を批判的に検討して、本研究の視角を提案した。そこで
は、日本の独特な｢復興｣認識(都市基盤再整備事業の竣工を復興ととらえる見方)を批判的に検討しつつ、
そこから被災者･支援者の主体的な復興への取り組みの実例が再評価されたところで提唱されて
きた｢事前復興｣概念など、リベラルな復興論を整理して、筆者独自に復興概念を、以下のように
解釈･提案してみた。 
 
復興とは、｢復旧｣という現実的な具体像(原形復旧･改良復旧)に、近い将来の社会変動パターン(地域総合開発計
画等による地域社会生活のドラスティックな構造変容≒｢新たな社会創造｣)を折り込んで構想される現況被災生
活の一つの到達像＝｢生活再建｣、そこに至るプロセスである。そしてそのプロセスとは、多様な主体(もちろん
被災者を主体とする)によるローカル、ミクロな政治過程(プロセス)である。したがって復興とは、一義的にハー
ドな都市基盤｢再｣整備のことを言うのでは決してなく、それはあくまでありうる手段の一つであって、その本来
的な中心は、損なわれた社会関係の再構築過程なのだ。復興都市計画事業が竣工して現出する新たな社会では、
従前の社会関係は清算されてしまっているから、そこで生活再建を求める被災者によって改めて自覚されてくる
のが、当該地域社会の従前のかけがえのない社会関係なのである。復興概念を再検討することで明らかになって
きたことは、復興とは地域アイデンティティ再構築のプロセスそのものであること、そこには生活再建の実相と
しての復興ガバナンスがあり得ること、であった。 
 
本論文では復興を、｢被災により損なわれた社会関係の再構築過程｣ととらえた。そこでは復興
の主体たる被災者自身が、ローカルの潜在力として保持するレジリエンス(復元=回復力)を発動さ
せながら、先行事例に学びつつ、民主的･科学的に組み上げていく生活再建のための言説･体制･
戦略が論じられた。学び修得される 過程
プロセス
を課
．
程として表して、｢地区復興課程｣という本論文の
視角･対象を措定した。 
 続いて第 2 章｢雲仙･普賢岳噴火災害における上木場復興の経緯｣では、本論文の検討対象であ
る、雲仙･普賢岳噴火災害の直接被災地=上木場地区の、被災から復興の経緯を概観した。雲仙･
普賢岳噴火災害は一つ一様の災害ではなく、長期的な時間軸の中で、複数地点で多様な展開を見
せる長期的複合災害(被災 4 地区類型において同時並行的に 4 つのタイムラインが走る)である。 
 そして第 3 章｢直接被災地=上木場の組織活動の展開：復興課程分析｣で、その中の一つ、上木
場地区の復興課程が詳述された。6.3 大火砕流で 43 名の死者を出して警戒区域が設定されて、
日本中に知られることとなった大災害であるが、しかしながら上木場集落では、前年晩秋の噴火
開始から火山性地震、土石流発生によって、自主的に避難生活が開始されていて、被災者自身の
立場で振り返ると、6.3 大火砕流が被災生活の始まりではなかった。上木場集落の生活者の目に
映った耳に聞こえた事情を渉猟して、被災･復興状況を再構成していくことを、本章のスタンス
とした。 
 今に至るまで･そして永遠に、住み戻ることの叶わない被災生活。本章では 1991 年 6 月の警
戒区域設定から、1994 年 7 月の地区復興組織(上木場復興実行委員会)の解散までの、足かけ 4 年に
渡る組織活動の経緯を詳述した。 
この 4 年の取り組みで、しかしながら上木場地区では結局、全世帯まとまっての集落再建は叶
わなかった。上木場復興実行委員会では協働するも最終判断は個々の世帯に任せることとしたた
めに、個々の世帯では独自に、手許に獲得した諸資源を組み立てて住宅再建に乗り出したため、
結果的に分散再建となった。 
 本論文では、復興組織の活動展開を時間的経緯として追うばかりではなく、そこへの被災者の
主体的取り組み、すなわち、復興のあり方を学び･組み上げて、成果を獲得･共有して、次の被災
地へそのノウハウを伝播するまでを射程に入れて、これらを｢学び(習得)･修得の経緯｣=課程とし
てとらえてきた。上木場の復興スタイル(上木場スタイル)とその展開の課程は、成果のとりまとめ･
伝播の実相として、二種三冊の記録書の刊行と、研究者を巻き込んでの活動成果･知見の社会的
還元の諸イベント(被災者交流集会、車座トーク)として、連綿と重ねられている。 
 そして最終第 4 章｢地区復興課程のガバナンス｣では、上木場の地区復興課程が簡潔に振り返ら
れた後、これが社会学的に検討された。そこでは、地域社会学的な公共性論に基づき上木場地区
の取り組みが吟味されて、｢小さな小文字の公共性｣の発現形態の一つとして数えられた。しかし
ながら上木場スタイルは、未だ広く認知されて十分に水平展開しているとは言えず、また、政策
的公準として昇華するところには至っていない。上木場地区の奮闘努力の姿が、このような展開
を含みつつ、復興の研究実践の現場で位置づけられて来ていることを示して、本論文の事例検討
をしめくくった。 
 
本研究の知見 
 本論文の知見は以下の 8 点に要約できる。 
(1) 生活再建を対象として実証的実践的に企画･実施された社会学的な研究が、米国災害社会学
の照会･輸入に先立ち、あるいはこれと時期的に並行して、日本には分厚く蓄積されていること
を、本研究では特に指摘して再評価した。 
(2) ｢復興｣を公共土木事業(復興都市計画事業など)の竣工過程としてのみとらえるのではなく、そこ
に生活を賭ける被災者の生活再建模索過(課)程としてとらえて再検討することで、作為阻止型･
要求型住民運動とは異なる、復興に向けた協調的な組織活動の実相が把握された。 
(3) 上木場復興実行委員会の組織活動を詳細に再構成するところから、上木場スタイルが抽出
された。それは具体的には、①地区住民の総意を担保した民主的組織の創設、②復興に向けたス
ローガンの設定(｢古里｣での｢生活再建｣)、③科学的調査の実施、④データに基づく要望書の作成、⑤
組織交渉としての文書授受スタイルの徹底、⑥詳細な活動記録、⑦知見･成果のとりまとめと伝
播、である。この①～⑤が状況に即して繰り返されて、⑥それが緻密な記録として残され、⑦そ
うした記録が後の被災地に伝えられて修得された。 
(4) 上木場では外部資源(専門ボランティア)を取り込み援用して、マルチステークホルダーで復興
体制を組み上げた。上木場スタイルの対行政組織交渉では、したがって、対決型ではなく協調型
の、ともに復興の光明･道筋を探るスタンスの協働がおこなわれて、市町役場もステークホルダ
ーの一角に位置づけられた。 
(5) こうしたスタイル･戦略がありうることが、いくつかの被災地区復興に携わった社会(工)学
的研究実践者によって敷衍されて、学会の研究実践活動として蓄積をみている(地域安全学会、日本
災害復興学会、日本災害情報学会、地区防災計画学会)。 
(6) 社会学領域においては、地域社会学的公共性論の理論的検討の展開を受けて、これの具体
的実証例が求められているところで、上木場スタイルはその一例として示された。地域社会学的
公共性論の言説を敷衍して、グラスルーツの、地区住民サイドから組み上げていく諸事業、例え
ば安中三角地帯嵩上事業などがそれに該当するが、それが示されてそこから公共性を読みとり、
｢地区住民が組み上げる公共事業｣(お上が投下する公共事業ではなく)が析出された。 
(7) 社会調査、方法論的検討の視角をずらすことで見えてくる復興の実相があること((2)から)が
わかった。しかしながら、そうして把握しうる現象にいかに対峙するかという、対象への介入に
位相については、社会学的調査論ではある一線を踏み越える議論として、また、研究教育実践上
の難しさがある。本研究ではアクションリサーチを照会したが、これは臨床心理学領域でカウン
セリングを学び教える課程ではありうる(研究･教育)方法論であるが、これが地域社会学の現地調
査実習での履修学生への指導内容としては、調査(教育)方法としては確立していない。 
(8) こうしたことを含めて、本論文の知見とともに把握された研究の限界と課題は以下のとお
り。 
まず、具体的な復興事例を、個々の被災者の生活再建のモノグラフとして詳述するに至ってい
ない。個々の復興主体のプライバシーに関わる内容を扱わなければならなかったことから、人の
代わりに地区を採って、地区復興の成果として、これを組織を主格にした活動の展開･成果獲得
のプロセスとして描くにとどまった。そこで、上木場地区復興の検討対象時期を、上木場復興実
行委員会の組織活動の終焉(同組織の解散)までとした。しかしながら実際は、個々の世帯は手にし
た各種補償金等を組み上げ駆使して、住宅再建をはじめ生業転換を含めた生活再建に取り組んで
きている。手許には個別ヒヤリングで得たかなりに詳細な個別世帯の生活再建事情が、金銭デー
タなどとともに控えてあるが、これはまだ活字にして世に問う許可は取り付けていない。同様の
事情が筆者の研究者周辺にも散見されるが、例えば｢車座トーク｣などで、その場限りでご本人を
含む関係者間でのみで閲覧されるにとどまっている。最大限披瀝したものとしては、『雲仙･普
賢岳噴火災害を体験して』の中で、損害保険金獲得のノウハウが記されたにとどまる。 
 したがって、こうした生活再建の詳細･道筋が、既往研究とそこから精査のうえ組み上げられ
た筆者自身の調査項目群として、正しく例示されているとは言えない。関東大震災･｢震災調査報
告｣、ヒロシマ･被爆者生活再構造化過程研究、酒田大火･生活復旧曲線、などで使用された測定
項目を拾い･組み上げて、上木場被災者の生活再建過
．
程をまずは詳細に再構成すべきである。本
研究では一部、元･上木場復興実行委員会代表･山下一郎氏の住宅再建過
．
程が紹介されたにとどま
る。 
 同様に、上木場から安中に復興スタイルが伝播したことについて、その具体的詳細なプロセス
と項目が記されていない。南･北上木場町内会は島原市内･6 小学校区の一つとしての安中地区に
包摂されることから、概括すると同地区住民ということになるが、現実的な近隣関係においては、
水無川上流･下流の異同から生活上のエリア認識としては別地区である。しかしながら、この度
の危機に際しては特別に協働して、上木場が先導して、安中地区住民の一員として、そのノウハ
ウ･知見を積極的に伝えていった。論文中では、復興コンサルタントを介したメニューの伝播と
してのみ記すにとどまった。 
 こうした現地調査内容の厳密な披瀝という点に、本論文の構造的限界が見られる。今少しの時
間をかけて、これを顕していく方途を探るつもりである。 
 さて、本研究の最大の限界･課題は、本要旨｢本研究の目的｣の冒頭に記した、｢地域社会学的検
討｣の深さ･精確さとその斬新さの点であろう。こうした事例の紹介によって、社会学あるいは地
域社会学領域の理論的検討にいかほどの貢献をなし得たのか、という点である。 
 本研究では、地区復興課程の取り組みを例示した。社会学領域ではこれまでにも、社会変動へ
の主体的参画の醸成に臨む研究が重ねられてきていているが、東日本大震災以降は、こうした社
会変革の主体性論が、防災対策パラダイム転換という大きな課題設定と共に、公論形成の場、公
共圏の布置のあり方として論じられている。地区復興課程の履歴とスタイルの伝播を基礎に据え
た防災社会構築への取り組みの数々を、こうした(事前)復興に向けた既存の防災対策パラダイム
の転換の事例として、社会学的に抽象的に検討を加えていくことを、本研究のすぐ次の課題に位
置づけたい。 
以上 
 
